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自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排泄、食事の介護及び日常生活の世話を行う。�
短 期 入 所 （ シ ョ ー ト ス テ イ ）�

身体障害者の更生相談に応じ、必要な指導を行うとともに福祉事務所など関係機関の業務に対する協力、援護思想の普�
及を行う。�

身 体 障 害 者 相 談 員 の 設 置�

　障害者や高齢者などの社会参加の基盤となるバリアフリーのまちづくりの整備を進めるため、当事者自らが実地に点�
検・調査を行い、これを反映させたバリアフリーのまちづくりに関する基本計画を策定するとともに、これに基づく必�
要な環境整備事業を実施する。�

バ リ ア フ リ ー の ま ち づ く り 活 動 事 業�

身 体 障 害 者 福 祉 ホ ー ム 運 営 事 業�

障害者自立支援・社会参加総合推進事業�

障害者の軽減・補完、診査�
・更生相談対策�

補装具、日常生活用具の給�
付等�

在 宅 介 護 対 策 �

更　　生　　医　　療　　の　　給　　付�

補 　 装 　 具 　 の 　 支 　 給�

日 常 生 活 用 具 の 給 付 等�

訪 問 診 査 、 更 生 相 談�

社会参加促進、在宅リハビ�
リテーション対策等�

身体上の障害を軽くしたり除いたりするための医療�
関節形成術、角膜移植術、穿孔閉鎖術、人工透析、ペースメーカーのうめ込み手術等�

医療、生活、職業等の各種の相談、施設への紹介等�

障害者等の身体機能を補完又は代替する用具（補装具）の購入又は修理に通常要する費用の100分の90に相当する額を支�
給する。�

障害者等の日常生活上の便宜を図るため告示の要件を満たす6種の用具を給付又は貸与する。�
・介護・調練支援用具　・自立生活支援用具�
・在宅療養等支援用具　・情報・意思疎通支援用具�
・排泄管理支援用具　　・居宅生活動作補助用具�

特 別 障 害 者 手 当 等 の 支 給�
在宅の重度障害者で、日常生活において常時特別の介護を要する状態にある者に対し、特別障害者手当等を支給する。�
・特別障害者手当（月額）  26,440円、障害児福祉手当（月額）  14,380円�
・福祉手当（経過措置分）（月額）  14,380円�

居 宅 介 護 （ ホ ー ム ヘ ル プ ）�
自宅で、入浴、排泄、食事の介護等を行う。�

重 　 度 　 訪 　 問 　 介 　 護�
重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、自宅で入浴、排泄、食事の介護、外出時における移動支援等を総合�
的に行う。�

行 　 　 動 　 　 援 　 　 護�
自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う。�

重 度 障 害 者 等 包 括 支 援�
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う。�

�

　障害のある人が社会の構成員として地域の中で共に生活が送れるよう、また、情報支援、文化・スポーツ活動等自
己実現、社会参加を通じて生活の質的向上が図れるよう、必要な自立支援等推進施策及び社会参加促進施策を総合的
かつ効果的に実施する。�

　身体上の障害のために家庭で日常生活を営むのに支障のある者に対し、その日常生活に適するような居室その他の
設備を利用させて自立した生活を営む施設に対する運営費の補助�

障　害　別　福　祉　事　業　（　委　託　事　業　）�
　視覚障害者福祉事業（点字・声の図書事業等）、聴覚・言語障害者福祉事業（手話通訳指導者養成研修事業等）、視覚・
聴覚（重複）障害者福祉事業（盲ろう者向通訳養成研修事業）、福祉機器開発普及等事業、全国身体障害者総合福祉セ
ンター運営事業等�

身体障害者在宅福祉施策の概要�概　　要

身体障害者福祉施策
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�肢 体 不 自 由 者 更 生 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）��

視 覚 障 害 者 更 生 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）�

聴覚・言語障害者更生施設� （平成23年度末までの経過措置）�

内 部 障 害 者 更 生 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）�

身 体 障 害 者 療 護 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）�

身 体 障 害 者 福 祉 ホ ー ム � （平成23年度末までの経過措置）�

身 体 障 害 者 授 産 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）�

身 体 障 害 者 通 所 授 産 施 設 � （平成23年度末までの経過措置）�

身 体 障 害 者 福 祉 工 場 �

身体障害者福祉センター（A型）�

身体障害者福祉センター（B型）�

障 害 者 更 生 セ ン タ ー �

点 字 図 書 館 �

点 字 出 版 施 設 �

聴 覚 障 害 者 情 報 提 供 施 設 �

盲 導 犬 訓 練 施 設 �

盲 人 ホ ー ム �

地
域
利
用
施
設�

更
　
生
　
施
　
設�

作
　
業
　
施
　
設�

生
　
活
　
施
　
設�

施
　
設
　
福
　
祉
　
施
　
策�

あんまマッサージ指圧師、はり師及びきゅう師等職業についての知識技能、訓練を行う施設�

更生に必要な治療及び訓練を行う施設�

医学的管理の下に更生に必要な指導、訓練を行う施設�

身体障害者小規模通所授産施設� （平成23年度末までの経過措置）�

（平成23年度末までの経過措置）�
通所施設である授産施設であって、常時利用する者が20人未満10人以上であるもの�

�

　身体上の障害のため家庭において日常生活を営むのに支障のある身体障害者が自立した生活を営む施設�

　雇用困難又は生活に困窮する人を対象とし、必要な訓練を行い、職業を与えて自活させる施設�

　身体障害者授産施設の一種であり、内容は身体障害者授産施設と同じであるが、利用者は通所者に
限られる�

　生産能力があっても、通勤事情等のため、一般の企業に就職することの困難な身体障害者等のため
の施設�

　身体障害者の各種の相談に応ずるとともに、健康の増進、教養の向上、スポーツ、レクリエーショ
ンなど保健・休養のための施設�

　在宅重度障害者が通所して、創作活動、軽作業、日常生活訓練等を行うための施設�

　あんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師免許を有する視覚障害者の職業生活の便宜を図るため
に施設を利用させ、技術の指導を行う施設�

盲導犬の訓練を行うとともに、視覚障害者に対し、盲導犬の利用に必要な訓練を行う施設�

補 装 具 製 作 施 設 　 　�

補装具の製作または修理を行う施設�

　字幕（手話）入りビデオカセットの製作貸出し、手話通訳者の派遣、情報機器の貸出し等を行う施設�

点字刊行物を出版する施設�

�

障害者、家族、ボランティア等が気軽に宿泊、休養するための施設�

　身体上の著しい障害のため常時介護を必要とするが、家庭ではこれを受けることの困難な最重度の
障害者を入所させ、医学的管理の下に必要な保護を行う施設�

　障害の程度のいかんにかかわりなく相当程度の作業能力を回復しうる見込みのある人を対象とし、
更生訓練を行う施設　　　　　　　　　　　　　�

　視覚障害者の求めに応じて点字刊行物や声の図書の製作貸出し等を行う施設�

身体障害者施設福祉施策の概要�
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（総数：3,245,000人）（2001年推計数）（再掲：重複障害175,000人）�

内部障害　849,000人（26.2％）�

視覚障害　301,000人（9.3％）�

聴覚・言語障害　346,000人（10.7％）�

肢体不自由　1,749,000人（53.9％）�

障害者の種類別にみた身体障害者数（在宅）�

 1955（昭和30）年 �
 1980（　　55） �
 2001（平成13） �

14.4�
23.8�
31.1

年　次� 総　数�

5.3�
3.5�
3.7

18～19歳�

7.1�
4.9�
3.9

20～29歳�

14.5�
7.0�
5.4

30～39歳�

16.0�
16.0�
13.0

40～49歳�

20.6�
33.7�
24.2

50～59歳�

25.4�
55.8�
46.5

60～64歳�

25.4�
68.7�
72.1

65～69歳�

29.4�
87.6�
96.2

70歳以上�

資料：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部「身体障害者実態調査」 �
（注） 人口千人対の身体障害者数算出の基礎人口は、総務庁統計局の「国勢調査」及び「推計人口」における次の調査時の18歳以�

上の人口を用いた。�
　　　　昭和30年：国勢調査の人口�
　　　　昭和55年：昭和54年10月1日現在の推計人口�
　　　　平成13年：平成13年6月1日　　　〃�

年齢階級別にみた身体障害者の推移（人口千人対）�詳細データ ②

詳細データ ①




